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 免責事項  
 
本報告書は、情報提供と啓発のみを⽬的としています。Solutions for Our Climateは独⽴した中

⽴的⾮営 利団体であり、特定の企業、政府、公的機関、政党、利益団体、個⼈を代表するもの

ではありません。また、投資や法的助⾔を提供する機関でもありません。本報告書は、特定の

企業や産業部⾨を推進したり、それらへの投資を誘導したりすることを⽬的としたものではあ

りません。本報告書のいかなる内容についても、投資誘引、企業宣伝、あるいは私的な利益追

求活動に利⽤することはできません。本報告書の内容はすべて、発表時点での⼊⼿可能な情報

に基づき、信頼できる情報源を⽤いて検証したものですが、⼊⼿した情報の正確性、完全性、

適時性を保証するものではありません。 Solutions for Our Climateは、本報告書の使⽤によって

⽣じた直接的または間接的ないかなる損害につい て、⼀切の法的責任を負わないものとしま

す。   
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ホルムズ海峡の封鎖 

⽇本のエネルギー供給網における構造的脆弱性の露呈 

1. 現在の市場混乱と即時的影響 

中東で緊張が⾼まる中、すでに多くの命が奪われ、⼀般市⺠や、地域の安定、インフラが継続
的に危険に晒されている。グローバル化したエネルギーシステムにおいて、そして北半球の冬
季という状況下で、この戦争は国境を越えて即座に影響を及ぼし、⽇本にもその影響が波及し
た。ホルムズ海峡を通る海上輸送ルートの混乱は、化⽯燃料の国際的なサプライチェーンの脆
弱性を改めて浮き彫りにした。  

 

緊張が⾼まるにつれ、海上輸送の混乱は深刻化し、⼗隻以上の LNG 輸送船が航⾏停⽌を余儀
なくされ、150 隻を超える原油タンカーが海峡外で待機する中、保険料と⽤船料は急騰した。
またカタールのラス・ラファン LNG施設での⽣産混乱も報じられ、市場は即座に反応した1,2。
欧州のガス基準価格は 50％以上急騰し3、アジアの LNG （液化天然ガス） JKM （Japan Korea 

Marker）価格は 69％上昇4、円相場は継続的な圧⼒を受けた。  

 

  

 
1 The Guardian（2026年 3⽉ 1⽇）「US and Israel strikes on Iran push oil price higher」The Guardian。 
https://www.theguardian.com/business/2026/mar/01/us-israel-strikes-iran-oil-price 
2 Reuters（2026年 3⽉ 6⽇）「Maritime insurance premiums surge as Iran conflict widens」Reuters。 
https://www.reuters.com/world/middle-east/maritime-insurance-premiums-surge-iran-conflict-widens-
2026-03-06/ 
3 OilPrice.「Strait of Hormuz Closure Sends European Gas Benchmark Soaring」OilPrice。 
https://oilprice.com/Energy/Natural-Gas/Strait-of-Hormuz-Closure-Sends-European-Gas-Benchmark-
Soaring.html 
4 S&P Global Commodity Insights（2026年 3⽉ 3⽇）「Platts JKM LNG Benchmark Price: 
$25.393/MMBtu」。 

https://www.theguardian.com/business/2026/mar/01/us-israel-strikes-iran-oil-price
https://www.reuters.com/world/middle-east/maritime-insurance-premiums-surge-iran-conflict-widens-2026-03-06/
https://www.reuters.com/world/middle-east/maritime-insurance-premiums-surge-iran-conflict-widens-2026-03-06/
https://oilprice.com/Energy/Natural-Gas/Strait-of-Hormuz-Closure-Sends-European-Gas-Benchmark-Soaring.html
https://oilprice.com/Energy/Natural-Gas/Strait-of-Hormuz-Closure-Sends-European-Gas-Benchmark-Soaring.html
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対イラン攻撃開始前後のホルムズ海峡付近の船舶状況 

出典：New York Times 

 
このパターンは⽬新しいものではない。2019年のサウジアラビア⽯油施設攻撃、2022年のロ
シアによるウクライナ侵攻、2024年の紅海輸送ルートの混乱に際にも同様の価格急騰が起き
た。どの危機も同じ構造的脆弱性を露呈している。すなわち地政学的ショックが発⽣すると、
世界の化⽯燃料市場は即座に反応し、⽇本のような輸⼊国がそのコストを負担することになる
のだ。 
 
⽇本国内でもこの変動の影響が現れ始めている。ガソリン価格は再び上昇し始めており、既に
インフレ傾向にある経済において⾷品価格上昇につながる可能性がある。さらに、弱い円への
継続的な圧⼒は輸⼊コストを⼀段と押し上げる恐れがあり、これら全てが⽇本の家計に追加的
な負担をもたらしている。 
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2. ⽇本の化⽯燃料輸⼊への構造的依存 

⽇本は依然として、世界で最もエネルギー輸⼊依存度の⾼い国の⼀つである。⽇本の原油輸⼊
の 90％以上は中東に依存して5 おり、その⼤半はホルムズ海峡を経由するため、この狭い海上
要衝の混乱に特に脆弱だ。⽇本の LNG については構造が多少異なるが依存度は依然として⼤き
い。過去 10年間で⽇本は LNG 供給源を多様化し、湾岸産油国への依存度を低下させてきた。 

 
しかし、供給源の多様化は価格変動リスクを完全に排除するものではない。LNG は世界的に取
引される商品であり、市場のどこかで供給が途絶えれば、全ての輸⼊国で価格急騰を引き起こ
す可能性がある。 
 

 
出典：Kpler 、Bruegel（Europe）、 CNBC、Seatrade Maritime、 CRS (2026) 

 
 
LNG への依存は構造的なリスクを伴う。たとえオーストラリア、マレーシア、⽶国など他地域
から物理的な供給源を確保できたとしても、価格ショックは原産地に関わらず伝播する。なぜ
なら LNG は依然として世界市場の変動に連動しているからだ。多くの⻑期 LNG調達契約は原
油価格に連動しているため、原油価格⾼騰の影響が LNG価格の上昇に反映されるまで少し時間
がかかります。こうした遅れた LNG価格の上昇は、⽇本の夏季の需要ピーク時に到来する恐れ
があります6。そのため、今回の危機は今後数か⽉にわたり、⽇本経済に⼤きな影響を及ぼす可
能性があります。  
 
 

 
5⽇本エネルギー経済研究所「Expanding Import Share of US Crude Oil and LPG in Japan in FY2025 」 
https://eneken.ieej.or.jp/data/12998.pdf 
6 読売新聞（2026年 3⽉ 11⽇）「イラン攻撃でＬＮＧも価格⾼騰、当⾯の供給には問題ないが…⻑期化
すれば電気料⾦が値上がり」 
https://www.yomiuri.co.jp/economy/20260311-GYT1T00003/ 

https://eneken.ieej.or.jp/data/12998.pdf
https://www.yomiuri.co.jp/economy/20260311-GYT1T00003/
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2024年、2025年、2026年の LNG 船スポット傭船料（$/⽇）の年間⽇別推移 
 

 
出典：Spark Commodities 

 
 
既知のリスクが広く認識されていたにもかかわらず、直近の緊張が⾼まる直前である 2026年 2

⽉初旬、JERA はカタールエナジーと 27年間の調達契約を締結し、緊急時に供給を可能とする
協⼒枠組みを確⽴した7。 その直後には、三井物産がカタールエナジーのノースフィールド拡張
事業への出資を検討しているとの報道があった8 。LNG依存の構造的脆弱性は、今回の危機以
前から⼗分に記録・指摘されていた。こうした契約の背景にある意思決定と、⽇本のエネルギ
ー安全保障を強化し得るのかについては重⼤な疑問が残る。 
 

3. 化⽯燃料依存を強化する投資サイクル 

エネルギーシステムにこうした構造的な脆弱性が存在するにもかかわらず、⽇本は依然として
海外への⼤規模投資や⻑期調達契約を通じて化⽯燃料依存を強化し続けている。 
 
戦略的備蓄 LNG（2022年）や「新国際資源戦略」（2020年）などの投資や政策判断は、地政学
的危機の発⽣後に⾏われることが多く、エネルギー安全保障への懸念から政策⽴案者が化⽯燃

 
7 JERA（2026年 2⽉ 3⽇）「カタール・エナジー社との LNG売買契約の締結について」 
https://www.jera.co.jp/news/information/20260203_2351 
8 O`shore Technology （2026年 2⽉ 9⽇）「Mitsui acquires stake in QatarEnergyʼs North Field expansion」 
https://www.o`shore-technology.com/news/mitsui-stake-qatarenergys-north-field/?cf-view&cf-closed 

https://www.jera.co.jp/news/information/20260203_2351
https://www.offshore-technology.com/news/mitsui-stake-qatarenergys-north-field/?cf-view&cf-closed
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料の調達と所有戦略を⼀層強化するようになる。しかし、変動の激しい世界市場への依存を減
らすというよりも、より⻑期的な供給契約の確保や、海外の上流⽣産・インフラへの直接投資
へとつながりやすい。 しかし、こうした戦略は、より深い構造的問題に対処することはほとん
どない。すなわち、⽇本は依然として地政学的ショックが繰り返し発⽣する世界の商品市場に
縛られているままなのである。 
 
バリューチェーン別年間総投融資額 
 

 
出典：SFOC 

 
 
会計年度別の⽯油・ガスプロジェクトへの投融資額の内訳 

 
出典：SFOC 
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⽇本は 2013 年から 2024 年の間に、海外の⽯油・ガスプロジェクトに約 930 億⽶ドルの公的融
資を提供してきたが、同期間における海外の再⽣可能エネルギー事業への融資額は約 245 億⽶
ドルにとどまっている9。 ⼀⽅、過去 3年間で政府は、ロシアによるウクライナ侵攻が国内エネ
ルギーシステムに与える衝撃を緩和するため、家庭向け電気料⾦への補助を実施してきた。こ
れらの措置の累計予算は現在５兆円に達している10 。 
 
その結果、⾃⼰増幅型の悪循環が⽣じている。 
 

 
 
⼀⽅で国内のエネルギー転換は停滞している。2024年の太陽光新規導⼊量はわずか 2.5〜
4.0GW11 （2012年以来の最低⽔準）に留まり、2012年以来最も低い年間導⼊量となった。さ
らに 2025年には、世界的に再⽣可能エネルギー市場が急拡⼤する中、新規⾵⼒発電の導⼊量
は約 625.0MW12 に過ぎなかった。  
 

 
9 Solutions for Our Climate「数⼗億ドルが間違った道に〜 気候危機に油を注ぐ⽇本の⽯油・ガス投融資
〜」https://forourclimate.org/ja/research/531 
10 Mainichi Shimbun（2025年 11⽉ 18⽇）「Japanʼs energy security concerns grow amid global supply 
risks」Mainichi。 
https://mainichi.jp/english/articles/20251118/p2a/00m/0na/018000c 
11⾃然エネルギー財団（2025年 5⽉ 7⽇）「RE Update」 
https://www.renewable-ei.org/en/activities/column/REupdate/20250507.php  
12 Japan Wind Power Association（⽇本⾵⼒発電協会）「Information」 
https://jwpa.jp/en/information/12673/ 

https://forourclimate.org/ja/research/531
https://mainichi.jp/english/articles/20251118/p2a/00m/0na/018000c
https://www.renewable-ei.org/en/activities/column/REupdate/20250507.php
https://jwpa.jp/en/information/12673/
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4. 国際的な経験から得られる教訓 

他の経済圏では、構造的な転換によって化⽯燃料価格変動への曝露を減らせることを実証して

いる。2022年のロシアガス危機を受け、欧州連合（EU）は省エネルギー、再⽣可能エネル
ギーの導⼊加速、供給源の多様化を組み合わせた「REPowerEU」戦略を実施した 。 

その結果 EU はわずか 3年でロシア産ガス輸⼊⽐率を 45%から 19%に削減すると同時に、ガス
需要全体も低減させた13 。 このアプローチは、供給源の多様化だけでなく、輸⼊燃料への依存
そのものを減らすことでエネルギー安全保障を強化できることを⽰している。 
 

5. 政策提⾔ 

化⽯燃料市場に影響を及ぼす繰り返される地政学的ショックを、もはや孤⽴した出来事として
扱うべきではない。こうしたショックは、国際的に取引される化⽯燃料を基盤としたエネルギ
ーシステムの構造的弱点を露呈している。 
 
この脆弱性に対処するため、⽇本は以下の政策措置を検討すべきである： 
 
5.1. エネルギーポートフォリオのリスク評価の義務化 

JBIC や NEXI などの公的⾦融機関は、エネルギー関連融資全般について、包括的な地政学的リ
スク及びサプライチェーンリスク評価を実施すべきである。 
 
5.2. 新規 LNG インフラへの公的融資の再評価 

政府は、⻑期的な LNG 投資および輸送インフラに伴う経済的合理性と潜在的な座礁資産リスク
を再検討すべきである。 
 
5.3. 再⽣可能エネルギーへの投資加速 

公的資⾦は、世界の燃料市場の影響を受けずに⻑期的なエネルギー供給を実現する、特に洋上
⾵⼒発電や太陽光発電といった国内の再⽣可能エネルギーの導⼊に向け直すべきである。 
 
5.4. 構造的なエネルギー安全保障のためのロードマップ 

⽇本は、輸⼊元の多様化や海外資源の所有権のみに焦点を当てるのではなく、輸⼊化⽯燃料へ
の依存を低減するエネルギーシステムの構築を優先すべきである。 
 

 
13 European Commission「REPowerEU: Three years on」 
https://energy.ec.europa.eu/topics/markets-and-consumers/actions-and-measures-energy-
prices/repowereu-3-years_en 

https://energy.ec.europa.eu/topics/markets-and-consumers/actions-and-measures-energy-prices/repowereu-3-years_en
https://energy.ec.europa.eu/topics/markets-and-consumers/actions-and-measures-energy-prices/repowereu-3-years_en
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再⽣可能エネルギー技術は、化⽯燃料のサプライチェーンとは根本的に異なる仕組みで稼働す
る。LNG は継続的な輸⼊（国外への巨額投資を伴う）が必要である⼀⽅、太陽光や⾵⼒インフ
ラは、⼀度設置すれば数⼗年にわたり国内での発電が可能である。こうした国内のエネルギー
インフラと資源を強化することで、⽇本は地政学的ショックの影響を受けにくくなり、家庭や
産業の⻑期的なエネルギーコストの安定化を図ることができる。 




